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は　じ　め　に
所得ｙの成長率は，次めように表現できる.
　　　　　jy(＝£)ｙ/ｙ)＝がＣ
○）
（ト･１）
Ｄは，時間に関して微分したことを示す微分演算子であり, D =ｄ/ｄt，ｓは貯蓄率で
　　　　　　s = S/Y　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１●２）
Ｃは限界資本産出高比率である．
　　　　　　Ｃ＝£）Ｋ/Ｌ）ｙ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１●３）
　（ト2) (1・３）を（１・１）に代入すると
　　　　　　£）尺＝Ｓ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１●４）
となり，（１・Ｏは投資は事後的には常に貯蓄に等しいという事実を動学化したものである.
　･次に，所望貯蓄率を亀，適正資本産出高比率をらとし，保証成長率warranted growth rate
を次のように定義する.
　　　　　　λ,＝ｓ４ﾉＣ。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(I ･ 5)
保証成長率とは，ｊ＝ら　つまり貯蓄者が自己の貯蓄率に満足しており，［］＝らっまり企業家か限
界資本産出高比率を適正と判断しているときに，達成される成長率のことである．
　さて，保証成長率からの現実成長率の乖離か生じたとする. y>y。なら，（１・1) (1・５）より
ｊ＞らまたはＣ＜Ｃ。の少なくとも一方は成立している.ｊ＞ｊ４が個人部門で発生したなら，個
人は貯蓄が多すぎる,と判断して消費を拡大するであろうし，企業部門で発生したなら，配当を増大
させるか（その場合は消費か増大しよう），投資を拡大することになろう．いずれにしても，需要
か増大し，現実成長率は益々大きくなる．またＣ＜らが発生しているなら，企業は資本の不足を
感じて投資を拡大することになろう．すると，現実成長率は大きくなることになる．逆にｙ＜み，
が生じたなら，現実成長率を益々小さくするような力が働くのである．結局，現実成長率か保証成
長率から乖離すると，その乖離か解消するような力が働くのではなく，逆に乖離を拡大するような
力が作用し，現実成長率は上方または下方へ不均衡的運動を行うのである．そこで，この保証成長
径路は安定ではなく，不安定であると言える．
　これが，ハロッドによって定式化された不安定性原理の輪郭である1’.この不安定性原理は，ア
ダム・スミス以来の「見えざる手」による均衡回復という命題に対して疑問を投げかけるという意
味で，市場メカニズムの理解において極めて重要な意義を持つと考えられる2）.本稿においては，
この不安定性原理をめぐって提出された議論の検討を通じて，不安定性が生じる原因，そのメカニ
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ズムは如何なるものか，言はば不安定性原理の内部構造を解明することを課題とする．
1）
2）
Harrod〔7〕，〔8〕Lecture 3〔11〕3
置塩〔16〕99ページ．
　　　　　　　　　　　　　　　Ｕ　ハロッドの企業者行動　･(Aj)
　通常のマクロ動学モデルは，投資関数と乗数関係とを軸としで構成されている．そこで変動をも
たらすのは，乗数関係ではなく投資関数である．Ｉの議論では，成長率と資本の過不足との関係は
定式化されているか，逆に資本の過不足か投資を規定する関係，つまり投資関数は明示的には定式
化されていない．どのような投資関数か想定されるかによって，モデルの動きも異なるはずであ
る．そこで本節では，ノｘロットはどのような企業者の投資行動を考えていたのか，そうした企業者
の投資行動のもとでは，経済はどのような動きを示すかを考察しよう．
　ハロッドは，企業者行動として次のようなものを考えているリバ
　仮定　A　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　I･
　　ある期において，もし事後的投資が正当化されるjustifiedなら，代表的企業者は，物理的制
　限によって妨げられないかぎり，次期に同比率だけ生産を増加させる．事後的投資か正当な投資
　より小さければ，企業家は次期には投資の増加率を引き上げる.だろうし，逆なら逆．
　ハロッドは，正当な投資を
　　　　　　几＊＝Ｇ（ｙ,－ｙ,-１）　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　　　　(2･ 1)
と定義している2J.つまり，加速度原理か充足されている投資のことである．同じように加速度原
理か成立しているにしても，ヒックス流の加速度原理とは異なる．なぜなら，ヒックス流の加速度
原理は，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　フ
　　　　　　几＝Ｃ。（ｎ-１－Ｙ,-２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2･ 2)
と定式化されており，産出の増分と投資との間にタイム・ラグか存在しているからである3）.ヒッ
クス型においては，ｚ期に投資量を決定する際には，ｙr一lもrt-2もいずれも過去の値であり，企
業家にとって既知であるから，加速度原理を充足するように投資量を決定することは可能である．
そこで，資本財供給上の制約かない限り，事後的投資が正当な投資（ヒックス型モデルにおいて
Cr cy.-i一八-２）を正当な投資と呼ぶなら）から乖離する理由は存在しない･．ところか，ハロッド
型モデルにおいては，事後的投資と正当な投資とが一致する必然性はない．なぜなら，投資は総需
要の構成部分であり，需要に応じて生産か行なわれるのであるから，投資か決定されなければ所得
が決定されえない．それなのに，今期の所得に依存して今期の投資が決定されるということは背理
であるからである．
　事後的投資と正当な投資とか一致する場合，ハロッドは，次期に同比率だけ生産を増加させると
想定している．しかし，有効需要が同率で増加しなければ，次期には，過剰生産や過少生産が生じ
ることになる．需要の勁向をどう規定しているかか問題となるが，パロットは需要（または支出
expenditure)と所得との乖離は認めていない4’.従って，同比率だけの生産増加は需要増に対応
したものと考えられねばならない．商品市場で需給か一致するための条件は．
　　　　　　几＝ｊｎ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2･ 3)
である．この条件のもとでは，貯蓄率Ｓがー･定である限り，産出の増加率と投資の増加率とは同じ
不安定性原理について（1）　　　（北原）
　　　　　　一一一一-
109
値をとる．そこで，「次期に，同比率だけ生産を増加させる」とは，投資を増加させるという意味
で使用されていると解釈できよう．なお，以下では，貯蓄率は不変として議論を展開する．
　さて，仮定Ａを連続的形式で表現すると，次のようになる.
　　　　　　Di = FCI*-I)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2●4）
　　　　　　　Ｆ＞0，Ｆ（O）＝0
　　　　　　f＝DI/Iト投資の増加率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2 ･ 5)
正当な投資7＊は連続形式では，Ｇ･£）ｙであり，事後的投資ｊは埓
：所得の成長率）であるから，（２・４）は次のようになる．
　　　　　　£）ｙ＝Ｆ（Ｃ,．●£）ｙＪｊｙ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2 ･ 6)
それ故べy＝£）ｙ/ｙ逗がらのときには，Ｆの中の符号か，それぞれ正，ゼロ，負となり，Ｆ＞0，
Ｆ（O）＝Oより, Dymo　となる．つまり，前期の所得の成長率が，保証成長率がらより大きけ
ば，今期の成長率は前期を上回ることとなる．今期の成長率は，当然がらより大きいめで，次期
の成長率はさらに大きくなる．このように，成長率は時間を経るに従って累積的に上昇していく．
初期の成長率が保証成長率より小さければ，成長率は逆に，累積的に下落する．初期の成長率が保
証成長率に等しければ，Ｆの値はゼロとなり，保証成長率での成長か持続する．
　ところで，どのような要因が体系を不安定にしているのであろうか，（２・４）のＦの中の７
は，将来の需要の増大を見越して，生産の増大に備えるものとして行われる．その際，将来の需要
だけでなく，今期の需要もまた未知である．そのような投資は，結果的には，乗数機構を通じて
7μだけの需要＝産出＝所得ｙをもたらす．そこで，事後的な投資か正当な投資と一致する，つ
まり石＝几＊－ら（ｙにｙ,-1）となる保証は何ら存在しない．
　事後的投資か正当な投資よりも大きい場合には，企業家は過剰に投資を行なったと判断して，次
期には投資の増加率を引き下げる．このことは，個別企業の立場から観る限りでは，合理的であろ
う．しかし，投資の増加率の低下は，社会全体としては，乗数機構を通じて総需要をさらに減少さ
せる．正当な投資量は，今期の所得にも依存しているのであるから，所得の減少はそれだけ正当な
投資量を引き下げ，正当な投資と事後的投資との乖離を解消するどころか（個別企業は，乖離の解
消を意図して投資の増加率を低下させた訳であるが），乖離を益々拡大していくことになるのであ
る．
　事後的投資が正当な投資に等しい場合には，企業家は自己の投資行動に満足しており，次期にも
同様の投資行動をとる．（２・６）より所得は保証成長率で成長しており，（２・４）より投資の成
長率も保証成長率水準に一定に保たれるので，外的撹乱がないかぎり，所得は保証成長率で持続的
に成長することとなる．この場合には，（２・４）Ｆ　の中が絶えずゼロに保たれることからも分
るように，事後的投資が正当な投資に絶えず一致している．両投資の一致か実現されるのは，保証
成長径路上以外にはありえず，成長率が保証成長率がらを上回っている局面では，事後的投資が
正当な投資を下回り（このことを，個別企業は投資不足と考える），成長率かｙＧを下回ってい
る局面では，事後的投資が正当な投資を上回る（個別企業は投資過剰と判断）5）.
　以上のような，事後的投資と正当な投資とを比較して，投資を調整するという想定は，限界資本
産出高比率が適正であるか否かによって投資を調整するということと同じである．というのは，現
実の限界資本産出高比率をｃで示せば
　　　　　　7＝j尺＝Ｃ･∠lY　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２●フ）
という関係か成立し，事後的投資と正当な投資とが一致する場合には, c=c。となる．事後的投
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資が正当な投資を上回る場合には
　　　　　　7＝ｊ尺＝Ｃ●ｊｙ＞Ｃ。jy　　　　　　　　　　　　ｌ
　　　　　　∴　Ｃ＞Ｇ
であり，逆の場合には逆．そこで，事後的投資と正当な投資とに着目することは，現実の限界資本
産出高と適正な限界資本産出高とに着目することと同じことである．この観点から，（２・４）の
投資関数を書き改めれば，
　　　　　　Di＝Ｇ（ら－Ｃ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヽ（２●８）
　　　　　　G' >0, G(0) =0
となる．
1）
2）
3）
4）
5）
Harrod〔9〕pp. 271～275.〔10〕p. 284
Harrod〔9〕p. 270
Hicks〔12〕p. 68.邦訳93ページ
Harrod〔9〕p. 270
Harrod〔10〕pp. 278～279
Ⅲ　ローズの安定モデル
　　ローズは，不安定性原理に対して独特の見解を持っている1’.不安定性原理は，企業家の意思決
定に関してなされる明示的仮定に依存しているのではなく，暗黙のうち比仮定されている投資決意
と資本支出との間のラグに依存している．このラグが取り去られれば，他の仮定は保持されていて
も，不安定性は消滅する．ｎで展開したモデルにおいては，過去の事後的投資と正当な投資とによ
って，過去に比しての現在の投資の増加率を決定するという意味において，ラグが存在している･
このラグを取り除いて，現在の投資を現在の出来事に依存させるなら，安定的なモデルか得られる
ことになる．
　投資関数としては，加速度原理型に加えて，資本の過不足の要因も考慮に入れれば，
　　　　　　I = Cr-DY十Ｚ●ｙ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(3 ･ 1)
ｙは資本不足量を示し
　　　　　　ｙ＝Ｃ， ●ｙ一Ｋ．　　　　（３●２）
　　　　　　　尺：資本ストック　ｚ：正の定数
商品市場での需給一致を想定すれば，　　　　　　　　　　‘･
　　　　　　７＝ｎ
　(3- 1) (3-3)より　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｊ
　　　　　　Ｃ工）ｙ一八
（３・２）を時間に関して微分すると
　　　　　　£W = Cr£）ｙ－£）尺
　　　　　　　　＝Ｇ Ｄｙ－バ
(3-4)(3-5)より　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．
　　　　　　（£）十Ｚ）ｙ＝Ｏ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｀　（３●６）
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　　　　　　　　　　　　　　　　－
111
　　　　　　　∴　ｙ＝ｙｏ●ε-“　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(3. 7)
　　　　　　’ｙ,：資本不足の初期量
そこで，資本不足は時間の経過とともに，解消していくことになる．（３・６）より
　　　　　　£wmo<=コ〉vmo　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３●８）
　（３・５）より
　　　　　　ｙ＝£）ｙ／ｙ碓がＣ。ふ＝;〉DVmo　　　　　　　　　　　　　　　　　（３・９）
　（３・８）（３・９）より
　　　　　　Ｊ碓がＧべ=⇒y^o　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３ ●１０）
如何なる初期条件から出発しても，ＶはＯに収束するのであるから，（3 ･10）よりjyもがＣ。と
いう保証成長率に収束する，という安定的運動を行うことになる．
　ラグの非存在を明示化するために，上記のモデルを期間分析の形式で叙述しよう". (3・１）の
投資関数は，
Iｔ＝Ｃ．(ｙｓ－ｙ,-１)十IV,
V, = CrY,一尺，
　尺：期末の資本
∴　ｙ,－ｙ,-１＝Ｃべｙ,－ｙ,_１)
　　　　　　　．＝Ｃべｙ,－ｙr-1)
　　　　　　　　＝－μｖｔ
(尺,一尺,-1)
几
　　　　　　　∴　ｙE＝ｙ,-1/（1十Z）＝ｙ,/（1十ly
商品市場での需給一致を想定すれば
　　　　　　∫ｙ,＝几゛
　（3･13) (3 ･16）より
　　　　　　ｙ,－ｙr-1逗Ｏぐ＝=:〉ｙ,逗がＣ。
但し, yt=iYt-Yt-xyYc
　（３・１４）より
　　　　　　‰一八-1剛Ｏ〈;＝＝;〉‰ま0
（3 ･17) (3 ･18）より
　　　　　　み逗がＣ。〈;＝コ＞八§０
（３
（３
・11）
・12）
????????????
?
???
（３ 15）
（3 ・16）
（3 ・17）
（3 ・18）
（3・19）
（3 ・15) (3 ・19）より，資本不足は解消し，成長率は保証成長率に収束するという安定的な動
きをする．
　以上の議論から明らかなように，今期の投資を今期のデー,タ（所得や資本）に依存させることが
可能であるなら，不安定性原理は成立しない．その意味では，不安定性原理はラグに依存している
と言ってもよいであろう．注意しなければならないのは，このラグは投資財を生産するのに要する
時間，つまり投資の壊任期間という意味でのラグではないことである．意図された投資か（3 ･11）
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で決定され，それだけの投資か今期に実現され，それから派生する消費需要も今期に実現されると
いうことが（3 ・16）で示されているのであるから，投資の壊任期間も１期間以内と想定されなけ
ればならない．そこで，ローズは，ラグが存在するためには投資の決意と投資支出の開始との間に
ラグがなければならないが，そうした理由は存在しないと考え，不安定性を保証するようなラグは
存在しないと結論する．
　さて，（3 ・11）では今期の投資は今期の所得と資本ストックとに依存しているし，（3 ・16）で
は今期の所得は今期の投資に依存している．果たして，このような相互依存関係の成立を保証する
ような機構が存在するであろうか.（3 ・16）は，今期の産出は今期の需要額と一致する水準に決
定される，ということを意味している．そこで，今期の需要水準か決定されてから，産出がそれに
調整されたと考えなければならない（所得の変化か消費需要の変化をもたらし，それかさらに所得
の変化をもたらすという乗数機構をも含めて考えて）．ところか√総需要を規定する決定的要因で
ある投資需要は，（3・11）より今期の所得に依存すると想定されている．個別企業の観点からは，
今期の自企業への需要に応じて，今期の投資を行うことは可能であるように思える．だが，その企
業への需要は一体どこからやって来たのであろうか．こうした連鎖をいくらたどっても，結局，投
資需要がまづ存在しなければ，総需要も所得も存在しえないととは，（3 ・16）に示されている．
従って，企業家が今期の所得を完全に予見できないかぎりは，少なくともいくらかの投資は今期の
所得とは無関係に，つまり今期またはさらに将来の需要予測に基づいて行われざるをえないのであ
る．それ故，マクロ的に問題を眺めれば，今期の投資需要が決定され，それに基づいて総需要や所
得が定まってくるという関係が存在するのである3’.
　こう考えてくれば，ローズの主張は次のように表現することかできよう．企業家が今期の自企業
への需要を完全に予見して，それに応じて投資を行うなら4’，経済は安定的動きをするであろう．
このような主張か，受け入れがたいことは明らかであろう．　プ
　以上のことより，逆に，不安定性原理が成立する背景には，企業は投資需要を期待に基づいて行
わざるをえず，その投資が適切であるか否かは，事後的にしか判断できないという状況か存在して
いることが分る5’.　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，’
1) Rese〔18〕
2）置塩氏は，ローズ・モデルを期間分析に直す際に
　　　　　　ぢＣｒ（ｙ。1 － 均）十Ｚ‰　　　　　　　　　　　　　　丿
　　　　　　八゜Ｃｒ･均一瓦，
　　　　　　尺ｚ：ｚ期首の資本ストック　　　　　　　　，
　と想定している．陀かに，このように想定すれば, s/C,.という保証成長率における成長率の定義は，本
　文のようにｙ,＝（均一応_1）/ｙ，ではなく，通常のようにみ＝（ｙ,－ｙz_1）/応_1　となる．しかし，今期
　の投資を次期の所得に依存させることの誤りは余りにも明白であり;　また，本文の（3 ・15）は置塩氏の
　定式化では，几＝（1－Z）‰_1となり，ｙが解消するためにはＯくZ＜2｀という制限条件か必要となる．
　さらに本文の期間分析モデルも置塩氏の期間分析モデルも，連続分析モデルに書き直せば，同様にローズ
　・モデルに一致するめであるから，ローズ・モデルの期間分析衷現としては本文の方が適当と考えられ
　る．置塩〔16〕117-118ページ
3）置塩〔16〕118ページ
4）ネルソンかローズの投資関数（３・１）を指して，それは現実投資塁ではなく，所望投資址を示してい
　るのであり，それによって定まってくる成長経路は，現実の成長経路ではなく，保証成長経路であると述
　べているのも，本文と同趣旨と理解してよかろう. Nelsor!〔14〕p.. 339
　　またＨのモデルにおいて，ローズの想定か成立するなら，正当な投資は絶えず事後的投資（両投資を区
　別する理由がなくなるか）と一致し，経済は絶えず保証成長率で成長する.
5）バーンとマシューズとか，経済成長論の展望論文で提示したモデルも，今期の投資か今期の所得に依存
　していたために，意図に反して安定的な運動をすることになった.
　Hahn and Matthews 〔5〕pp. 806-807〔6〕Trezza〔19〕
　不安定性原理について（1）　　　（北原）
--　　　-一一
　　　　　　　　　　　　　　　IV　置塩型モデル
ノゝロットの仮定Ａにおける投資関数は，次のようなものであった。
　　　　　£yi=F(C。-C) F'>0　　　Ｆ(Ｏ)＝０
11ろ
この投資関数に対して置塩氏は，次のように批判する1).企業家にとって問題なのは，産出増分に
対する投資の過不足つまり限界資本産出高比率ではなく，産出量に対する資本ストックの過不足つ
まり平均資本産出高比率である．例へば，資本か不足'しておりかつ産出増分に対して投資は過剰
(Ｃ。＜Ｃ)という場合，資本不足の度合は低下しているが，やはり資本不足であることには相違な
い．それに対して企業家は，資本不足を解消するような投資行動を採ると考えるべきである．要す
るに，企業家の投資行動の基準は資本の過不足と考えるべきであるから，投資関数に導入する変数
は資本の過不足を正確に表現している平均資本産出高比率が妥当であり，限界資本産出高比率は資
本の過不足を正確には表現していないので，不適当ということになる2'.
　また資本の過不足に応じて，フローである投資の増加率を操作す右のではなく，ストックである
資本の増加率づまり資本蓄積率を操作すると考えれば，投資関数は次のようになる3'.
Ｄｋ＝Ｆ(Ｃ。－α)Ｆ＞0
Z:＝I/Ｋ
a = K/Y
Ｆ（Ｏ）＝０
　適正な資本産出高比率は，平均も限界も同じく　Ｃ。と考えておこう。
均衡を想定すると
　　　　　　バ
　　　　　∴　a = 7/y･尺μ＝がた
　（４・５）を（４・Ｏに代入すると
　　　　　　Ｄた＝Ｆ（Ｃ。－が妁
　　　　　∴　Dkmoぐ＝＝;＞た碓がＣ,･
　　　　（４・１）
　　　　（４・２）
　　　　（４・３）
さらに商品市場での需給
（４
（４
４）
５）
?????
??
??????????
従って，資本蓄積率んIの保証成長率S/Crからの乖離は，不安定的運動を惹起する．
　次に，生産増加率jyの動きをみよう．
£)た＝
ＤＩ･Ｋ－I-Ｌ)瓦　　ｙ　　立:)ｙ
　　-一一一一尺2　　　　　尺　　ｙ 丿百
　　　　　　　　・= ^-ylcc一応２
　（４・１）（４・５）を（４・８）に代入すると
　　　　　　αＦ（Ｃ，－α）＝｡Ｊ（ｊｙ－ん）
α，５ともに正であるから，
　　　　～　　α池Ｃ。〈;＝コ＞た池ｙ
jy，たとαとの関係を図示したのが，第１図である4）
（４・８）
（4 ｡19）
（4 ・10）
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第　　１　　図
α＞Ｃ。のとき, kyyつまり資本蓄積率が産出高の成長率を上回るので，資本産出高比率αは
上昇する。すると（４・５）よりんとαとは反比例している,のであるから，んは低下し，（4・
10）よりｙは絶えずそれより小さな値をとるように低下していく。逆にα＜Ｃ。のときには，
ゐ＜ｙとなりαは低下するので，ゐは上昇し，ｙはゐより大きな値をとるように上昇する。α＝
Ｃ，のときにのみ, k=y =がＣ。という同一の状態か持続する。
　さて，このモデルにおいて不安定性をもたらしている要因，機構は，どのようなものであろう
か。変動を惹き起こす推進力となるのは，投資関数であるから，ここでの投資関数（４・１）を分
析してみよう。（４べ）を期間分析形式で表現すれば
　　　　　　kt=kt-l十Ｆ（Ｃ。－α.-l)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(4-11)
この種の二期間の関連は，連続するどの二期間についても成立しているので，上記の関連を過去に
遡ることもできるはずである，
　　　　　　kt = kc-i十Ｆ（Ｃ。－α,_１）
　　　　　　　　＝恥-2十Ｆ（Ｃ。－α,_２）十Ｆ（Ｃ。-ac-i)
　　　　　　　　＝恥-3十Ｆ（Ｃ。－α,-３）十Ｆ（Ｃ。－α,-２）十夕（Ｃ。－α,_ｌ）
-●●●●●●●●・ （4・12）
ここから，んが累積的運動を行う原因のひとつが，関数Ｆの項目（資本の過不足を解消しようとし
て行われる資本蓄積と理解できる）が蓄積されることにあると分る．資本過不足解消のための資本
蓄積か，次々に足し合わされて資本蓄積率自体を変動させるということは，何を意味しているので
あろうか. at = a<,C。という場合を考えてみれば，灸は毎期Ｆ（Ｃ。－＆）＞Ｏ　だけ上昇してい
くことになる．資本不足の程度は毎期一定であっても，資本蓄積率は一定ではなく，毎期上昇して
いる．このことは，投資関数を規定する企業家の将来の見通し，期待が一定不変ではなく，毎期変
化していることを示している．同程度の資本不足であっでも，それが過去のどのような資本蓄積の
上にもたらされたものであるかによって，企業家の評価は異なっている．より大きな資本蓄積を行
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つた上での資本不足であれば，将来の需要増大は大きいと予想され，蓄積率はより高い水準となろ
う．より小さな資本蓄積を行った上での資本不足であれば，将来の需要増大は小さいと予想され，
蓄積率はそれだけ低い水準となると解釈できよう．
　企業家の需要見通しが変動し，不安定的動きを示せば，資本蓄積率もそれに応じて変動すること
は確かであるが，需要見通し自体が独立に変動している訳ではない．予想需要成長率と資本の過不
足とによって資本蓄積率が決定され，逆に資本蓄積率と資本の過不足とに応じて予想需要成長率が
決定される．こうして予想需要成長率と資本蓄積率とか，互に因となり果となり，累積的に変化す
る機構が存在することが明らかとなった．
　しかし，この機構が実際に相互累積的に働くか否かは，両者を媒介している資本の過不足の動き
に依存することになろう．このことは，（4・12）からも確認できる.（4・12）において，一旦存
在した資本不足か解消する動きをするなら，資本蓄積率は除々に高まるにしろ，一定値に収束しよ
う．逆に資本過剰か解消的傾向を示すなら，蓄積率は除々に低下するにしろ，一定値に収束しよ
う．資本の過不足が拡大するなら，蓄積率は上下へ累積的に変化する．そして一旦存在した資本の
過不足が，益々拡大していくことは，モデルの分析の際に明らかになった通り.である．資本の過剰
　ぐ不足）が累積することは，現実成長率か予想需要成長率より低（高）かったことを意味すると理
解できよう．すると，成長率が上方へ累積する過程では，現実成長率か予想成長率を上回り続け，
成長率が下方へ累積する過程では，下回り続ける．現実成長率と予想成長率とが一致するのは，保
証成長径路上だけである．現実成長率か予想成長率を上（下）回れば，予想成長率か引き上（下）
げられ，それがまた現実成長率を引き上（下）げるという相互累積作用か働いている．以上のこと
を整理すれば，経済の不安定的動きの原因は，資本の過不足か解消せずに拡大することにあり，さ
らに予想需要成長率と資本蓄積率とが相互に規定.し合う結果，予想需要成長率の変動か激しいこと
は，不安定性をさらに強化していると言えよう．
　それでは，資本の過不足が解消するどころか，逆に拡大するのはなぜであろうか．資本が不足し
ている場合，企業家は生産能力を拡張しようとして投資を行う．ところが，投資は生産能力効果と
ともに需要効果という二重性を持っている．商品市場での需給均衡か想定されていれば，投資の需
要効果はさらに所得の増大，消費需要の増大，所得の増大という波及過程をへて乗数効果として発
現する．投資の生産能力効果は資本ストックを増大させ，資本不足を解消させる効果をもつのに対
して，投資の乗数効果は産出量を引き上げ，資本不足を拡大する効果を持つ．そこで，資本の過不
足の解消という個々の企業家の意図が，投資の調整によって実現するか否かは，マクロ的に問題を
眺めれば，投資の生産能力効果と乗数効果との相対的大きさにかかってくることになる．
　投資の生産能力効果は，j瓦/Ｃ，で示される．乗数効果による需要は，資本ストック全体での生
産によって充足されるが，追加資本による生産で充足さるべき需要部分はｊｙであるバ3K/Ｃ,･＞
∠lｙであるなら，生産能力効果が乗数効果を上回っている５).∠3K/∠lｙ＝Ｃ（限界資本産出高）であ
るから，結局，投資の生産能力効果と乗数効果との相対的大きさは，ＣとＣ。とを比較すること
により判明する．Ｃ＞Ｃ。なら生産能力効果か大きく，逆なら逆．（１・１）（４・５）のＣ＝畝y，
α＝５μを（4 ・10）に代入すると．
　　　　　　α返Ｃ。ｃﾆむα§Ｃ
　　　　　∴　Ｃ地α池Ｃ。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４●１３）
　　　　∴　Ｃ妻α池Ｃ。弓=⇒jy勁たまりＣ，　　　　　　　　　　　　　　（4 ・14）
従って，生産能力効果と乗数効果とがバランスを保つ（Ｃ＝Ｃべ）のは，所得も資本も保証成長率
がＣ。で成長しているときだけである．生産能力効果か乗数効果を上回っている（Ｃ＞Ｃうとき
は，所得の成長率も資本の成長率も保証成長率以下であり，乗数効果が生産能力効果を上回ってい
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る（Ｃ＜Ｃ。）ときには，保証成長率以上である．このように投資の二重効果のバランスは成長率
に依存している．勿論このことはマクロ的に言えるだけであり，個々の企業に一様に妥当する訳で
はない．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　゛
　企業家が資本不足と判断して，その不足の解消を意図して資本蓄積率を引き上げれば，これまで
の説明から明らかなように，生産能力効果よりも乗数効果が強力に働き，資本産出高は低下し，不
足は解消するどころか逆に拡大することになる．逆に資本過剰の際に，資本蓄積率を抑制すると，
生産能力効果よりも乗数効果が今度は逆方向に強力に働き，資本産出高は上昇し過剰は解消する
どころか逆に拡大する．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　‥
　このように個別企業にとっては当面の事態に対処するに合理的な行動か，マクロ的な総結果とし
ては非合理的帰結をもたらすという，合成の誤謬fallacy of composition とでも呼ぶべきパラドク
シカルな因果関係か存在するのである．資本の過不足という市場の示すシグナルに合理的に対処す
ることは，均衡を回復させるのではなく反って不均衡を拡大させる．．
　もしある個別企業か投資の二重効果と成長率との関係に従って，資本過剰のとき蓄積率を引き上
げ，資本不足のとき引き下げたとしたら，どうなるであろうか．他企業か資本の過剰（不足）に対
して蓄積率を引き下げ（上げ），利潤を追求する資本として合理的に行動する限り，社会全体とし
ての資本の過不足はさらに強化される．そこで，問題の企業の過剰資本は他企業以上に拡大し，損
失はそれだけ大きくなり，逆の場合には過少資本は他企業以上に拡大し，それだけ利潤獲得の機会
を失うことになろう．要するに，企業間競争において不利な立場に立つことIになる．マクロ的に合
理的な行動は，個別企業としては非合理的な行動なのである．
　資本の過不足の拡大という不均衡の累積過程の説明から分るように，そこで変動が激しぐ，積極
的な役割を果たしているのは，投資の生産能力効果ではなく，乗数効果である．企業か投資する際
に考慮に入れるのは，生産能力効果であり，その投資の乗数効果は投資決意に何ら影響しない．と
ころかマクロ的には，乗数効果が大きければ，資本不足をもたらすことにより，さらに投資を拡大
させる．このように，投資は乗数効果を媒介として，自分で自分の体を押し上げるという効果，投
資か投資を呼ぶという効果を発揮する．さらに考えれば，この効果は投資の二重性に起因している
と解釈できる．なぜなら，投資か投資を呼ぶという過程は，投資の乗数効果が生産能力効果を持つ
ものとしての投資を呼び，後者の乗数効果はまた他の投資を呼ぶ，ということに他ならないからで
ある．
　企業は投資を期待に基づいて行なわざるをえず，その投資か適切であるか否かは，事後的にしか
判断できない，という点をⅢにおいて指摘しておいたか，これと本節の議論との関連を述べておこ
う．企業家は，予想需要成長率に応じて投資を行い，また資本の過不足が投資の縮小・拡大によっ
て解消できると期待して行動する．ところか，投資の乗数効果の変動が生産能力効果に比して激し
いため，資本過剰（不足）は拡大し，現実の成長率は予想以下（以上）となる．そこで新たな期待
か形成されることになるか，その期待に基づく投資行動は，さらに･不均衡を累積させることにな
る．　こうして投資は，その二重性と期待とを媒介として，自己累積過程を生じ，経済は不安定的動
きをすることになる．
　本節の置塩型モデルにおいては，資本過不足の拡大か予想需要成長率の変動と相倹って不安定性
をもた･らしていたか，Ｖではこの二.つの効果をさらに分析しよう．また，投資の二重効果のバラン
スや不安定性は，投資関数か投資なり資本なりの成長率という形式芒定式北されていることと密接
に関係していることが（4・14）に示されているが，成長率形式の投資関数でなくても，不安定性
は導けるかどうかをⅥにおいて検討しよう．
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1）置塩〔15〕40-41ページ〔16〕102-103ページ
2）資本の過不足は，利潤率の高低に対応していると考えてよかろう．資本か過剰（不足）であることは，
　同時に利潤率か低い（高い）ことを意味している．そこで，資本の過不足に応じて投資を行うことは，利
　潤率の高低に応じて投資を行うことになる.
3）以下のモデルは，置塩〔16〕112-115ページによる．また，平均資本産出高に応じて投資の珀加率を勣
　かすと想定しても，不安定性は導ける．但し，その場合α－ｙ平面上に右上りの曲線が存在し，ぞの曲線
　上の点はy = s/C^, a==Crに収束するという安定的勁,きを示す･．置塩〔16〕103-109ページ
4）Ｆ（Ｃｒ－α）を一次関数で近似して　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｀
　　　　Ｆ（Ｃｒ－α）＝／（Ｃｒ－α）
　／は正の定数とすれば，（4･5) (4･9）より　　　　　　　　　　　卜
　　　　び゜f-Cr･ct-fα2十sVa
　　　　力/ｊα＝（／･Cr-2fα－52/a2）/ｊ
　　　　Ｇ（α）＝/Ｃ,42－2/α3－j2　とおけば
　　　　G'(a) = 2/≪(C,--3a)
　　　　Ｇ（Ｃｒ/3）＝ｙＣｒ3/27－52
　となり，Ｇ（Ｃ／３）の符号は不明．Ｇ（Ｃ／３）＜Ｏ　とすると，α＞Ｏ　の領域では，Ｇは全て負となり，ｙ
　は右下りの曲線となる.
5）ここでは，投資需要の発生と同時に投資は生産能力化していると想定されており，その間のラグは考慮
　に入れられていない．明示的にはラグを導入していない連続分析モデルにおいては，投資の二重効果は同
　時に発生し，暗黙のうちに上記の想定を置いていることになる．生産能力化までのラグを考慮に入れて
　も，保証成長径路の不安定性の分析にとって基本的相違はないと考えられるので，簡単化のためにラグは
　捨象してもよかろう.・
　cf Harrod 〔7〕〔10〕p. 261
　　　　　　　　　　　　　　　　Ｖ　フィリップス型モデル
　本節では，資本の過不足の解消行動と需要の予想成長率とが不安定性にどのように関連している
かを，フィリップ型モデルを使って検討しよ'う1'.企業家の所望する資本蓄積率灸＊は，資本スト
ックの過不足と需要＝所得の期待成長率ごl]とに依存するものと想定する．
ん＊＝どzjz]十十
尺＊一尺
一 尺
（５・１）
αは期待の確さを示す係数で，０≦α≦１　である．Ｔは，資本ストックの過不足をどれだけの時
間をかけて解消しようとしているかを示す係数で，Ｔが大きいほど緩慢に資本の過不足を解消しよ
うとしていることになる．尺＊は適正資本ストックであり
　　　　　毎＝白二＝亨寸＝亨・１　　　　　（５・２）
　所望の資本蓄積率を現実の資本蓄積率と考えることはできない．なぜなら，そう考えることは皿
で論じたように，今期の投資を今期の実現値（ｙや尺の）に依存させることになるからである．
そこで，所望資本蓄積率と現実の蓄積率との乖離を絶えず事後的に調整するように，蓄積率が決定
されるとすると
　　　　　Dfe=X(k*-k-)λ＞Ｏ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５ ●●３）
（５・ｏ（５･2) (5・３）より
Dfe＝λしヱ十干(ｊﾔｰた-1)-ん)
　まづ，企業家は需要成長率（確信の程度も含めて）か一定(ax
えてみよう．（５・４）より
　　　　　　　　　　二
几＝恥十(烏－も)ｅ７
⑤｡斗
　　　　　　　(5 ･ 4)
２汪）と予測している場合を考
（５・５）
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1 ―ax・Ｔ
-
1一言Ｊ
＿
５
．_．
Ｃ
「
（５・６）
　　　　　　lo:んの初期値
　（５・５）よりCr/S>Tのときには，資本蓄積率は不安定的動きを示し，Ｃ。μくＴのときに
は，蓄積率はねへと安定的に収束する．ここでの不安定性はi需要の期待成長率Ｅの変動には
依存していないので，資本過不足の解消行動だけからもたらされたものである．この点において，
置塩型モデルやハロッド型モデルと異なっている．このモデルにおいて，蓄積率の安定的運動の可
能性か存在するのは，需要の期待成長率か不変であり，７を大きくとることかできるためである．
Ｔが大きいことは，資本過不足解消のための投資がそれだけ緩慢に行われることであり，安定性
を増進させる．ＴがＣ。μより大きい場合，（５・５）より，た＞恥ならゐo＞凧　となり，（５・
５）の右辺の第２項は時間の経過とともに小さくなり，灸を引き下げる行動をとっていることにな
る．ん＜恥なら鳥＜恥となり，右辺第２項は大きくなり,’んを･引き上げている．ん＞恥ならた
を引き下げ，ゐ＜恥ならたを引き上げる結果，たは恥に安定的に収束する．
　このモデルにおいて安定的運動が生じる可能性は，どの程度と評価できようか．フローは時間の
次元を持つのに，ストックは持たないため，フローとクローとの比である則ま時間の次元を持たな
いか，ストックとフローとの比であるＧは1/時間という次元を持っている．具体的には，時間
の単位を長く取ればよるほど一定の資本ストックで生産できる産出額は大きくなるため，それだけ
Ｇの値は小さくなる．そこでＣ。μは1/時間の次元をもつことになる．Ｔはどれだけの時間を
かけて資本の過不足を解消しようとするかを示す係数であるから，単位時間を長く取ればとるほど
その値は小さくなり，1/時間の次元をもっている．従って両者はそのままで比較可能である．単位
時間を年に取IQ, Ｃｒ/Ｓを10～40と考えるなら，安定のための条件は資本過不足の解消が10～40
年以上の単位で計画されることとなる．この数字は大き過ぎて，ありそうには思えない．そこでこ
のモデルでは不安定的運動だけが生じると考えてもよかろう．このように資本の過不足の解消行動
からだけでも不安定性はもたらされる．　　　　　　　　　　．
　また，恥をこのモデルにおける保証成長率と看なすことかできよう.1/アは，2ぽ，りＧの双
方よりも大きいと考えてよかろう．すると，（５・６）の分母子とにも正となる．不安定の場合の保
証成長率恥は，企業家の期待成長率（確信の程度を含めて）ほかｙＧに等しければ, VCr
に一致する．厩＞ｊ/Ｇなら，≒はＶＧより小さくな卵旺くりＧなら，恥はｙＧよ
り大きくなるという面白い結論か得られる．ん＝Ｉ/Ｋ＝ｊＹ/尺＝がαであるから，資本過不足の判定
基準となる資本産出高比率αは，資本蓄積率に反比例する．そこで, ax =がＧのときには，保
証成長径路恥上では，恥＝がＣ。であるため資本の過不足はない．Ｅ＞がＧのときには，
恥＜がＧであるため，一定の資本過剰のもとで一定率での成長が達成されるし，ＥくｙＧの
ときには，凧＞がＧであるため，一定の資本不足のもとで一定率での成長か達成される．厩＞
がＣ，なら，企業家は強気の見通しを持っているため，投資をそれだけ拡大し，若干の資本過剰か
存在していても，それは資本不足に転化し，それか累積することになる．逆に厩くりＧなら，
企業家は弱気の見通しを持っているため，投資はそれだけ少なく，若干の資本不足か存在していて
も，それは資本過剰に転化し，それか累積することになる．このよ｀うに保証成長率恥は，企業家
の期待成長率厩に依存し，それとは逆方向に変化する．
　次に，期待成長率ごｒが過去の所得の成長率ツに依存する場合を考えてみよう．この場合，過去
の成長率自体が変動しているので，期待成長率も変動を蒙り，一定不変の場合に比べて不安定性は
さらに強まることが確認される．ヱのｙに対する依存関係をレ次のように想定する．
ヱ(０＝η
不安定性原理につい･て田　　　　（北原）
or　X －
　ε－”７･y(t-T-)dT
0
　　η|　＿I，　21J
（５・７）
（ｙ･８）
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（５・７）から分るように，期待成長率は過去の成長率の加重平均（ウェイトはη･ｒ゛であり，
「≫e-'"'(fr=l」となっており，ηが大きいことは，現在に近い過去のウェイトか高いことを意味
する．１＝ＤＫ/Ｋ=sY/尺より
・=巻(不一
DＫ
一尺
）
＝ゐ（jy－ん）
　　　　　∴　jy＝Dfe/fe十ん　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(5･ 9)
　（５・8)(5・９）を（５・４）に代入すると非線型になるので，ゐはｙＣ。を中心に運動するこ
とに着目して
　　　　　　£）fe/fe＝Ｄ＼ogfe＝Ｌ>logたＧμ
ここでlog Z･Ｃ。μを, k = s/C。で接する直線によって近似しよう。すると
　　　　　　Dlogk Cr/S≒£KkC。万一l)=Cr･£）んμ　　　　　　　　　　　　（５ ・１０）
（５・8) (5り）（5 ・10）を（５・４）に代入して整理すると
　　　　　　£）2八十（λ十η―aXvC。μ－λＣ，μΥ）Ｄん
　　　　　　　　十Ｍ（１－α－ＧμΥ）た＝－画ZT　　　　　　　　　　　　　　　　（5･11)
（5 ・11）の特殊解は
　　　　　　　　　　　-1/T１ - 一一一一　　　　-　　　　　　　ｓ‾　１－α－ＣΓμΥ　‾
α＝１のときには，恥＝がＧ
　（5・11）の固有方程式は
　　　　１
Ｃ，万一Ｔ(１－○
　　　　　　　／(Ｘ)＝Ｘ２十(λ十η－αＭＣ，/ｊ一入Ｃ。μΥ)Ｘ
　　　　　　　　　　十λ朕１－α－Ｃ。μΥ)＝０
７＞がＧなら
??? 77
or　　マ≦二一一η
???
???
（5 ・12）
（5 ・13）
平(子丿　９．)
平（牛。）　ｏ。）
のとき　ｙ(Ｘ)＝０は実根をもち，その中間領域では複素根をもつ。η≦り/Ｃ。なら　／(Ｘ)＝０
は必ず実根をもつ3)｡
　　(5・11)が恥へ単純に収束する解しかもだない条件は，固有方程式の二根がともに負の場合
に限られるので，その条件は
　　　　　　λ十η－λ郷Ｃ，μ－λＧμΥ＞０
かつ　　　　λη(１－α－Ｃ。μΥ)＞０
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　　　　∴　ｊ/ Ｃ，十η（ｊ/Ｃ。･λ－ａ）＞1/７　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5 ・16）
　　　　　　（1－α）がＧ＞＼/Ｔ　　　　　　　　　　　　　ノ　　　　　　　（5 ●17）
　（5・11）が循環解をもつ条件は，固有方程式か複素根をもつことであり，その複素根の実数部分
か正なら循環的発散解をもち，実数部分か負なら循環的収束解をもつi実数部分が負になる条件は
　（5・16）と同じである。以上の結果を，η-1/T平面に図示しようｏ．
第　　２　　図
η
　Ａの領域では，資本蓄積率は　ん，へ安定的に収束する. iBの領域では，蓄積率は循環的変動を
し，循環の振幅は除々に小さくなり，臨へ収束する．Ｃの領域では，蓄積率は循環的変動をし，
循環の振幅は除々に拡大する．その他の領域では(但しηも1ﾉＴも正)，蓄積率は単純に発散的
運動を行う．
　期待成長率か一定不変の場合と比較してみれば，安定的運動が生じる条件は厳しくなっており
　(i/Ｔ＜(1－α)がＣ。くがCr), a= 1のときには不安定的運動しが生じない．このことは，期待
成長率の変動か不安定性を強化していることを示している．ま,たズド･16)より, aA.>VCrの
ときには，ηが大きくなるほど安定条件は厳しくなる．これは，現在時点に近い過去の成長率に対
する期待成長率の依存のウェイトか高まるほど，不安定性が生じやすくなることを示している5)･
最後に，期待成長率か一定不変の場合には生じなかった，蓄積率の循環的変動か生じる可能性も抽
象的には存在する．
1）
2）
Phillips〔17〕, Hahn and Matthews ［5J, p. 808. A］ｌｅｎ〔31（:ihapter10
　（5・7）の積分変数を変換して，ｗ･＝Ｚ－ｒとおくど, chv ―一心七あるから，
不安定性原理について（1）　　　（北原）
　　　　　　－C〉く3
ヱ(£)＝一乃ざーり(r-･・)リ(ty) div ―刀£-”≪
　　　　　　ｔ
　　　　　　　　Ｅ
十い‰(z)＝Sが町･(ｔむ)ぬひ
　　　　　　　　ー(〉く)
,１
リ゛”゜y{,zv)dw
－C〉く)
　両辺をｔに関して微分すると
　　　e "'xit)十÷Ｊｔ・Ｄエ(ｏ＝♂り(z)
　∴　ηjｒ十Ｄエ＝ηｙ
　　　　一六。
　となり，(５・８)が得られる. Cf. Allen〔3〕5.5
3)バＸ)＝Ｏの判別式は
　　　(λＣｒ/５)2(1/７)2－2(λ－η― aXr]C
j./
s^λら/ｊ(＼/Ｔ)十(λ十η－αληら/ｓ)2－42η(1－α)
　これを1/７の関数とみなし，ｇとおけば，ｇ(1/７)＝Oとなる条件は
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　　　　÷ブメ古川寸,/平（価－1）
　　η≧ｓ/Ｃｒの場合
　1/７がｇ＝Ｏの二根の両側にあるときは，ｇ≧Ｏとなり./ = oは実根をもつ. 1/Tが二根の間にあ
　るとき，ｇくＯとなり./=oは複素根をもつ.　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・，
　　■q< sic,-の場合
　ｇ＞Ｏが常に成立するので,/=oは実根しかもたない.
4）この図では，ａλ＞５/Ｃｒ　と仮定しているため，（5・16）の直線は右下りとなる. (5-･16）と（5・17）
　との交点のη座標はαλs/iaXCj.一丿であり，その点において（5・14）は（5・17）と接する.
5）置塩型モデルにおける予想要因を明示化して，次のようなモデルを考えてみよう．期待需要成長率は前
　期の所得成長率に等しい(xe = yc-i, a = 1)と想定し，それに応じた投資を行う．また資本の過不足の
　解消は，７期間をかけて解消しようと計画すると考える．すると
　　　　kｓ＝:ｙt一汗十＼
K万万‘‾1）　　　　（5・Ａ・1）
　という投資関数か得られる．ここで
　　　　ｊｼｪｊし＝二⊆ブヒＬ＝尽力ニ1.＝≒し　　　　　　　　　　　　（5・Ａ・2）
　　　　.尺£_1　　　尺ε_１　　　Ｓ　Ｋむ＿１　　Ｓ
　　　　Ｅ－に,＝大谷-一里ト十でル:-々隔1
　　　　£　r-1　　尺，　尺t_1　　AVi　　刄t_1
　　　　　　　_ sY, AVi一尺ε　　∫Yc-1　ｙ,－ｙ,_１
　　　　　　　一一　　　　　　＋-　　尺g　　　尺ε_1　　　K,-^　　　1≒_1
　　　　　　　°‾４･≒_1＋４.1ツt
　　∴　ｙｔ°４十≒/ら-1－1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(5 ･ A ･ 3)
　このままでは非線形であるから，一次関数で近似しよう．その際，た　はｓ/Ｃ
「を中心に運勁することに
　留意すると
　　　　≒/≒-1－1⇒」og≒/４_1＝logfe,Ｃ，-/ｓ－】ｏｇ４-1らふ心七Ｃｒムー1－（ん．1Cｒ/ｓ－1）
　　　　゜（≒－≒_!）ら人　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(5- A-4)
　（5・Ａ・2）～（5・Ａ・4）を（5・Ａ・1）に代入すると
　　　　らづ丹（1十干卜鴎-1＋丹臨＝一千
　固有方程式をｙ（ｒ）＝Ｏ　とすると，その判別式は正となり，根と係数との関係より，二根ともに正．また
　ｙ（１）＝－Ｃ／ｊＴ＜Ｏであるから，二根は１の両側にまたがる（ｒ1＞1＞ｒ2＞O）.特殊根は5/C,.であ
　るから，≒は次のように表現できる.
　　　　≒゜sICj.十河1ｒj十ﾉ127ｙ
　馬，恚は初期条件によって定まる定数であるか，０期の資本薔積率たoをsic.といた1でA Aを
　表現すると
　　　　んoニｓ/Ｃｒ十痢十A, = s/C,.
　　　　ん1°ｊ/Ｃｒ十/11ｒ1十A2ｒ2
　より
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　　　　A2＝
であるから
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☆レ言）
－１
-
ri-r. (い寺)
rl＞1＞ｒ2であるから, k, > 5/C,.のときには，ゐ，は累積的に大きくなり，11＜ｊ/Ｃｒのときには，
累積的に小さくなる. ki = s/C,.のときには，それが紆持される．以上の検討の結果，置塩型モデルと同様
の結論か得られることが分る．
　　　　　　　　　　　　　　Ⅵ　ハロッドの企業者行動　（IB）
　］1で示したハロッドの企業者行動（Ａ）に対して，それは企業者行動として必ずしも一般性をも
っものではなく，他の形態の企業者行動も考えられるのではないか，という疑問かアレキザンダー
により提起された1）.ハロッドはこの批判を認めて，企業者行動仮説として新たに提起したのが，
以下に示す仮定Ｂである．仮定Ａはより積極的な企業者行動であり，仮定Ｂはやや消極的なそれで
あり，現実の企業者行動は両者の間にあるだろう，とハロッドは推測している2）.
　仮定　Ｂ
　代表的企業家か注文を発する際には，現存ストックか不足だと判断すれば，前期の注文量に不足
　量を加え，ストックが過剰だと判断すれば，過剰量を差し引いて注文する．彼のストックか意図
　した注文のＣ,･倍になっている時には，ストックに過不足はない．
　仮定Ｂで企業家の注文と呼ばれているものは，投資のことと理解してよかろう．問題は「彼のス
トンクが意図した注文のＧ倍になっている時には，ストックに過不足はない」という文章であ
る．文字通りに理解すれば，資本ストックが投資のＧ倍ということは，資本蓄積率が1/Ｇと
いうことであり，このことは，直接には資本の過不足とは何の関係もない．資本の過不足と関係す
るのは，資本ストックの量と産出高または需要量との比であるぱずである．また，Ｇは適正資本
産出高比率を示す記号としてノヘロッドは通常使用していることから推察しても，「ストックか受注
量＝産出高のＣ，倍になっている時には，ストックに過不足」はないという意味と理解してよか
ろう．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，
　そうすると，仮定Ｂの投資関数は次のようになる3し
　　　　　　DI＝瓦＊一尺＝Ｇ･ｙ―瓦
　　　　　　　尺＊：適正資本ストック
従来通り商品市場での需給均衡を想定すれば
　　　　　　バ
資本ストックの増分は，貯蓄額に等しいので
　　　　　　Ｄ尺＝ハ
　（６り）を時間に関して微分すると
　　　　　　£）リ= C,.-DY-£）尺
　（６・2)(6・３’）を代入すると
　　　　　　sD'Y一 ＣバＬ）Ｙ÷sY= 0
（６・Ｏ
（６・２）
（６・３）
（６・４）
不安定性原理について田　　　　（北原）
この微分方程式の固有方程式は
　　　　　　　ｊλ２－Ｇλ十ｊ＝0
　　　　∴　λl，λ2＝（Ｇ土びG2－4j2）/2j
　　Cr >2Sの場合には，λ1＞λ2＞Oで
　　　　　　ｙ＝AIφ11ﾆﾄA, e^2f
資本ストックの運動をみると，（６べ）より
　　　　　　尺＝Ｃ。･Y-sD･ｙ
　（６・６）を代入すると
　　　　　　K = Aiα1ど1゛十A2α2ε’｀2°
　　　　　α1，αz＝（Ｃ。不びCr'-452　）/2　α1＜α2
Ai, A2という係数はｙ，瓦の運動様式を規定することになるが，Å1，Å2
件（それらをｙo，尺oとする）によって決定されることが分る。つまり
　　　　　　ｙo＝Å1十Å2　　尺o＝Å1α1十八2α2
Å1＝
α2ｙo一尺o
　α2－α1 α2-ai
（６・５）
（６・６）
12ろ
　　．（６・７）
　　（６・８）
自体ｙ，尺の初期条
（６・９）
　さてｙo，尺o　という初期値に応じて, Y, Kは様々な運動を示すことになるが，そのことを検
討してみよう．
λ
Ｄ尺
一尺
£)ｙ
一
一
と．　１　＿．_配_
　　　　●ｙ 尺‾α
£)7　　Cｒｙ一尺
－＝一一＝　-一一一一一一ｊｙ‾　ｙ　‾　∫ｙ‾　　∫ｙ
α＝尺/ｙ
（6 ・10）
Ｃ。･一α
- （6・11）
　（6・10) (6・11）を図示すると，第３図のようにな‘る.α＜α1の場合には，図よりk>yつ
まり資本の成長率が産出高の成長率より高い．そこで，資本産出高αは大きくなる.（6・10）
　（6・11）より, k, yともに低下していき，λ1に収束する.α1＜α＜α2の場合には, k<:y
であるから，αは低下していき> k, yともに上昇してλ1に収束する.α2＜αの場合にはん＞ｙ
であるから，αは増加していき, k, y　ともに低下する4）.以上より成長率λ2，資本産出高比率
α2の成長径路は不安定であるが，成長率λ1，資本産出高比率α1の成長径路は安定であることが
分る．
　ハロッドは仮定Ｂの企業者行動に基づいても，一定の成長率を維持する保証成長径路は存在する
こと，及び保証成長径路上では経済は絶えず資本不足の状態にあることを述べている．なぜなら，
資本か適正水準にあるなら，（６り）の投資関数より投資は絶対額で前期と等しくなり，所得水準
も前期と同じになり，成長率はゼロとなるからである．継続的に投資か増大するためには，絶え
ず資本か不足していなければならないのである．しかし，ハロッドは保証成長径路の不安定性を
示していない5’.ハロッドの考えていた径路は，成長率λ2の径路であろう．そこではα2＝（Ｇ
＋1/ Ｃ。2－4j2）/2くＣ。となり，絶えず資本不足であり，かつまた径路は前述のように不安定で
ある．λ２＝（Ｇ一ソＣ丿一452 )/25>がＣ,．であるから，通常の保証成長率より大きい．
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第　　３　　図
　この径路か不安定であるのは，生産能力効果に比して乗数効果が大きく，資本の過不足か累積す
るという基本要因の他に，需要の期待成長率が変化するという強化要因か働いているためである．
仮定Ｂにおける投資関数は，前期に資本の過不足がなければ，前期と同額の投資をすることを示し
ている．この場合の投資は，需要増大に備える生産能力拡張として行なわれるものである．前期と
同額の投資をするということは，前期と同額の需要増大を予測していると解釈できよう．この種の
需要予測は，前期の実積に依存しており，それとともに変化するので，経済の不安定性を強化する
ことになる．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　犬
　また，前期と同額の需要増大を予測することは，前期と同率でめ需要成長を予測する場合に比し
て，成長率かプラスである限り，弱気の予測である．それだサ企業家の投資態度か弱気であるた
め，資本過剰は必ず累積するが，資本不足は必ずしも累積しない．資本不足が存在しても，α2＜α
＜Ｇである限りは，資本不足は解消して，逆に資本過剰に転化し，それが累積することになる．
これはｙのフィリップス型モデルにおいて，企業家の期待需要成長率が厩＜がＧという弱気
の見通しの場合と同様の結論である．投資態度か消極的なため,゛絶えず資本不足か存在しなけれ
ば，一定率での成長は達成できない.（4 ・14）で見たようにレ投資の乗数効果と生産能力効果と
の相対的大きさは，投資の成長率j＝所得の成長率jyに依存してい｀る．両効果がバランスするの
は, i=y =がＣ。のときで，成長率か高いほど，乗数効果は生産能力効果を上回り，資本不足は拡
大する．それ故，一定割合の資本不足を維持するような成長率は．りＧより大きくなければなら
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ない．当然のことながら，この点でもｙの后＜がＣ。の場合と同じ結論か得られる．
　またこのモデルには，ハロッドの予想しなかったような安定的成長径路が存在する．資本産出高
比率が極めて小さい領域（α＜α1）では，そのαを維持するには，投資の乗数効果は生産能力効
果に比して相当大きくなければならない．両効果の相対的大きさは，前述のように所得の成長率に
依存している．投資関数が，投資や資本の成長率を変化させるという形ではなく，投資の絶対額を
変化させるという形をとっているため，図を見れば明らかなように，所得の成長率には上限があ
る．そこで.極めて小さいαを維持するほど乗数効果は生産能力効果を上回ることかできないた
め，資本産出高は上昇し，資本，所得の成長率ともに低下するのである．
　次に，Ｃ。＝２Ｊの場合には，λ1＝λ2=Cr/25となり．
　　　　　　ｙ＝（Ａ１十Å2z沁
音゛　　　　　　　　　　　　
（6●12）
　　　　　　尺＝Ｃｒ･ｙ－ぷ£）ｙ
　　　　　　＝（ÅIC，/2十八２（Ｃバ/2－杓）ε
會･゛　　　　　
（6 ・1j）
この場合のjy，たの動きは，第３図においてｙと　１とか接した場合であるから, a<Cr/2の
ときには, y, kともに低下してきてCr/lsに収束し，α＞Ｇ/2のときには･ y, kともに累積
的に低下する6’.
　最後に，Ｇ＜2りの場合を考えてみよう．
y＝ＡＩＥ｀1゛＋A2ε｀2゛
　　　　丘z
　＝Å3バタ　COS (‘ﾚ/1－（Ｇか）２ ･i-0
A3＝21/ﾌＧ‾ﾌG‾　　tan ６＝ｺﾞｊづ嶮_
　　　　　　　　　　　　Å1十八2
Ai, A2は共役複素数でなければならない。資本ストックの動きは
　　　　　　尺＝Å1α1ど1゛十Aiα2どか
　。　　　＝お
tan £ =
(Å1α1一人2α2)f
-
　A,ai十y12α2
（6・14）
（6 ’･15）
Cr/2 5>0であるから，所得，資本ストックともに発散的循環を描くことになる．
　Ｇが小さいということは，単位時間当りに一定の生産物を産出するのに，より少量の資本しか
必要としないということである．逆に言えば，資本の産出効果か大きいということである．またｓ
が大きいことは，乗数効果が小さいということである．そこでＧ＜Ｄの場合, Cr>2sの場合
に比して，投資の産出効果は乗数効果に比して大きいと考えられる･．成長率が不安定的な運動をす
るためには，乗数効果が投資の産出効果を継続的に上回ることか必要である. Cr < 25の場合に
は，投資の産出効果は大きく，乗数効果は小さいために，所得が累積的変化を示すことなく，循環
的変化を示すと考えられる7).
　このモデルにおいては，ハロッドか考えていなかったような，安定的成長径路や循環的運動が生
じる可能性か存在する．これらの可能性は,果たしてどの程度現実性をもつのであろうか．まづ安定
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的成長径路の場合を考えてみよう．この径路における資本産出高比率は，αi = (C。－1/ Ｃ，2－4j2）
/2くＧ/2であり，技術的に適正な資本産出高の半分以下となる．ここで･は，相対価格の変化は
考慮されていないのであるから，相対価格の変化によるものではない．資本・産出比率の低下は，
現存の資本設備をより集約的に使用することによってもたらされるのであるから，可能な資本産出
高比率には下限Ｃｍ仙か存在するであろう．そして> Cmtn (ま適正資本産出高比率の半分よりは大
きいと考えてもよかろう．すると，αの取りえる範囲はＣ。１．以上となり，このモデルで存在可
能な恒常成長径路は，成長率がα2の不安定的径路だけとなる．結局，安定的成長径路の現実的存
在可能性はほとんどないと考えてよかろう．
　次に，循環的運動の可能性を考えてみよう．循環的運動か生じるためには, Cr<25でなけれ
ばならない.丿でも述べたように，Ｇ　は1/時限という次元をもつのに対して，ｊは時間の次元
をもたない．そこで，Ｇく２ｊが成立するか否かは，単位時間の長さに依存しており，それを長
く取ればとるほどＧは小さくなり，Ｇく２Ｊが成立する可能性は大きくなる．ここでは，Ｖで
導入した資本過不足の計画解消期間Ｔ（どれだけの時間をかけて資本の過不足を解消しようと計
画しているかを示す係数）を使用することによって，その可能性を評価しよう8) 'J'期間をかけて
資本の過不足を解消しようとするなら，（６べ）の投資関数は次のように変更される．
　　　　　　£）７＝≠（尺＊一尺）　　　　　　　レレ　　　　（6・16）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　|･すると所得の動きを示す（６・４）は
（6・17）
となり，固有方程式の根は
　　　　　　　　　　　　一一λ二入2'=(Cr士ソG2－4ｓ2T)/2バZ'　　　　　　　　　　　(6 ・18)
となる．
　所得の循環的変動か生じるための条件は，Ｃり/4j2＜Ｔである．年当･りのＧμを10～40と考
えるなら，循環的運動か生じるためには，Ｔは25～400年以上とならなければならない．この数字
は余りに大きすぎて，現実性はほとんどなかろう．従って，このモデルにおいて所得の循環的運動
が生じる可能性は，ほとんどないと考えてよい9).
　以上の検討の結果，ハロッドの仮定Ｂに基づいても不安定性原理は成立すると結論してもよかろ
う，不安定性原理は，必ずしも投資関数が成長率の形式で定式化されていなくても成立しえること
になる．但し，投資関数が投資の絶対額という形で定式化されていると，本節でのモデルのように
安定的成長径路と循環的運動の可能性か存在する．そして所得の運動を示す微分方程式か２階であ
り，その固有根が実根の場合には，大きい根に対応する成長径路は安定であり，小さい根に対応
する成長径路は不安定である10)従って不安定性原理が成立するためには，固有方程式か実根をも
ち，両方とも正であり，一方が非現実的に大きくなることが必要である．
1) Alexander〔2〕p. 728　　　　　　　　　　　　　　　1≒
2) Harrod〔9〕pp. 271-275〔10〕p. 284
3）宮崎〔13〕184-186ページ．安部〔n 57-60ページに仮定!3の定式化かあるか，納得できないので定式
　化し直した.
4〕本文における説明の数学的証明
　　（６・６）より
　　　　Ｄｙ＝AIλ1 eA1゛十A^ /!,e入2r　　　　　　　　　　　　　　，
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　　　　　　　　　　　　　一一
jy＝
4(ﾉ11jl°十/12 ゛゛2)゛‾j2μ2g(４‾j2)
　　　　　　　　A1どλ1t十河2,?λ2｢
＝λ－　　　　　21‾22
　　1
　　　　/11/j2 ・どr入1一入2)ε＋1
(６･Ａ･１)
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　（1）尺o/ｙo＜α1のヶ－ス
　　　（６・９）より，痢＞０，痢＜０
（６･Ａ･１）の右辺第２項の分母は負であり（∵　焉＝jl j1° 十/12μ2゛＞0，j2＜O），痢/恚＜０，
ﾇ1＞石であるため，分母の絶対値は大きくなっていく．従って，ｙは初期値から徐々に小さくなり，j1
に収束する.
　（2）尺o/ｙo＝α1のケース
　　　庖＞0，/12==0　　∴　j,＝21
　（3）α1く尺o/ｙoくα2のヶ－ス
　　　高＞０，痢＞０
右辺第２項の分母は正で（∵焉＞０，心＞O），/11/馬＞０
ら大きくなり，乙に収束.
　（4）尺o/Yo＝α2のケース
　　　庖゜O ，／12＞O　∴　ｙ＝ち
　（5）尺o/ｙo＞α2のケース
　　　痢＜０，痢＞０
であるから，ｙは乙より小さい初期値か
　第２項の分母は正であり，Ｚ＝りのときのAjAo + 1く１からＯに収束するので;jyは４より小さい
　値から，さらに低下していく｡
5) Harrod〔9〕pp. 274-275｡〔10〕pp. 284-285
6）ｙo＝痢，尺o＝痢Ｃｒ/2－ｊ/12より
　　恚゜(Yo C,ソ2－尺o）几
jy° 廿十
/11/
j
2十£
(６･Ａ･２)
　ｘo/ｙo＜Ｃｒ/2のとき，痢＞0，/12＞O（6･Ａ･2）の右辺第２項の分母は正で，時間の経過とともに
　大きくなるので･成長率はら/2jより大きい値から小さくなり，Ｃ／2jに収束する．
　尺o/ｙo゛Ｃμ2のとき，痢＞０，心＝0，j）･= C,-/2i
　Ko/ｙo＞Ｃｒ/2のとき，痢＞０，烏＜０
　第２項の分母は負で，０に収束するので，成長率はC,-/2iより小さい値から益々小さくなっていく.
7）仮定Ｂを期間分析形式で表現すると，
　　　　ｌt＝几-1十Ｃｒ･ｙE_1一尺,_!
　　∴　几一I，-1°牟1‾几-2十ら（均一1‾均一2）‾（凡-1‾柘-2）
　尺は期首の資本だから，馬_1－馬_2＝ち_2，商品市場での需給均衡を想定すると・ｓＹｔ＝ｌｃである
　から
　　　　万゛2（４_1一几_2）十Ｃ丿八_1一応９）
　　　　　゛（25＋Ｃｒ）（ｙ,_1一応_2）
　これは，ヒックス流の加速度原理型投資関数と同じ形をしている．違いは，第１に加速度係数かヒックス
　においてはＣｒであるのに･″゜ツドの仮定Ｂでは2j十Ｃｒとより大きい値をとっていること．第２に，
　ヒックス型では消費に１期間のラグが想定されているのに，ここでは消費にラグかないこと．
　　加速度係数が大きいことも，消費にラグが存在しないことも，ともに変動を拡大する傾向かあるので，
　仮定Ｂのモデルはそれだけ大きく変動する．実際仮定Ｂのモデルでは，所得が発散的に変動する可能性は
　大きいし，循環迎動を行っても減衰的循環を生じる可能性がないことは，本文でみたとおりである．但し
　消費ラグの効果は微々たるものである. Hicks〔12〕pp. 80-81,邦訳108-109ページ.
8）ヒックスは，同様のモデルにおける一期間を，産出量か需要に適応するのに要する時間とし，約６ヶ月
　と考えている．ボーモルは，期間を企業家か資本設備の必要額を再検討する期間とし，１年以下であろう
　と推定している．　どちらの期間を採用してもC,. > 2sは成立しよう. Hicks〔12〕pp. 93-94,邦訳125
　-126ページ, Baumol〔4〕pp. 51-52.　　　　　ヽ
9）このモデルにおける所得，資本の動きは
　　　　ｙ°ｊ１ε入1乍十j2ど入yt
　　　　尺゜Ｃ７．･ｙ－ｓ･ＴＤＹ
　　　　　°/liai'e'''i'' + A2αyど入2卜
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４≒ぜ゜(C,士びＣｒ2－4j27）/iｓＴ
a,', a,'°（Ｃｒ干へ/c7 － 4 52 T )/2
　　　　k = s/a
　　　　ｙ゛(Ｃｒ－α)/ｓＴ
　となり，ほとんど原モデルと同じ動きをする.
10)所得の哨舎を規定する２階の微分方程式の解が　　　　　　　　J
　　　　ｙ°A, e"!'十人2 qVi'　　　　　ｙ1＞ｙ2　　　　　　　　　　･，
　となるなら，所得の成長率は
　　　　　DY　.｡I，＿　　　ｙ１‾ｙ2
　　　　ｙ　　ｙ　　ｙ1
　　　　　　　　　　　　　AiM, g<-V＼-V2'>'+ 1
　ｙの初期値をj･(O)とするなら，タ(O)＞ｙ2･のとき，ｙはｙ1に収束し，ｙ(O)＜ｙ2のとき，ｙはさら
　に低下していく．そこで' y =yiは安定的成長径路となり，ｙ＝,y2　は不安定的成長径路となる．注4)
　参照．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　……
　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ⅶ　む　　す　　ぴ
　本稿では，不安定性原理が成立する原因やメカニズム･を検討してきたが，そこで得られた結論を
要約すれば，以下のようになろう.
（1），不安定性を惹起する基本的要因は，一旦発生した資本の過不足は累積する傾向かある，という
　ことである．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’‘　　丿
(2),資本の過不足の増減は，投資の乗数効果と生産能力効果との‘相対的大きさに依存しており，さ
　らに両効果のバランスは成長率に依存している．成長率か高い（低い）ほど，乗数効果か相対的
　に大きく（小さく）なり，資本の不足（過剰）は拡大する.
(3),そこで，資本不足（過剰）の解消を意図する投資行動は，成長率を高めるこ･とを通じて，資本
　不足（過剰）を累積する傾向かある.
(4).不安定性を強化する要因として，需要の期待成長率が過去の成長率に依存していれば，両者の
　相互累積機構が存在する.
(5),以上のようなメカニズムの背景には，企業は投資を期待に基づいて行なわざるをえず，その投
　資が適切であるか否かは，事後的にしか判明しないという状況かある．資本過不足の解消，需要
　増に応ずる生産能力拡大を期待して行なわれる投資は，マクロ的には，期待の前提となる状況そ
　のものを変化させ，期待通りの結果が実現することを阻むのである.
(6),需要の期待成長率が，前期の成長率と同じかまたはS/Cr 'であ_るのと比較して，強気（弱気）
　であれば，保証成長率（上方へ累積するか下方へ累積するかの分岐線）は，りＧより低く（高
　く）なる.
(7),投資関数が，投資なり資本なりの成長率という形式ではなく，投資の絶対額という形式で定式
　化されていても，不安定性を生じる可能性はある．但し，その扇合の投資関数は，資本の過不足
　に応じて蓄積率を変化させるという投資関数にかなり類似していることが必要であろう．
　紙数の関係で，他のモデルの検討，商品市場での需給不一致の場合や貯蓄率か変動する場合の不
安定性の検討を行うことができなかった．次の機会にこれを行いたい．＿
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